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「 財 政 」 とは 

目　　　次

 財政とは、市⺠のみなさんが納める税⾦や市債（借⾦）等による収⼊⼿段を組み合
わせて資⾦を調達し、これを元に福祉や教育などのサービスや道路・下⽔道等の整備
など⽣活の基本となるものを整備するために⾏う国や地⽅公共団体の経済活動のこと
です。
 本冊子では、糸満市の財政について、「予算」（収⼊・支出の計画）と「決算」
（予算を使った結果）の項目に分けて説明していきます。
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【 国 】

【 県 】

☆⾖知識

■用語解説■

 

【市　⺠】　

【 市 】

○特別会計︓ 特定の事業を⾏うため、⼀般会計と区別して処理する会計をいいます。本市
       では、「⼈材育成事業」、「国⺠健康保険事業」、「介護保険事業」、「糸
       満漁港ふれあい公園事業」、「⼟地区画整理事業」、｢後期⾼齢者医療保険事
       業｣、「真栄⾥地区物流団地開発等事業」及び「真栄⾥⼟地区画整理事業」の
       8つの特別会計があります。
○企業会計︓その事業における収⼊でその事業の経費をまかなっていく、独⽴採算を原則と
      した会計です。本市では「⽔道事業会計」、「下⽔道事業会計」、「農業集落
      排⽔事業会計」の３つの企業会計があります。事業の経費は受益者負担が原則
      となっています。

○⼀般会計︓ 地⽅公共団体の基本的な経費を中⼼とした会計です。 例えば、福祉、教育、
       ⼟⽊、農林⽔産、消防などを⼀般会計に計上しています。

 国税の主なもの︓所得税、法⼈税、相続税、消費税、酒税、たばこ税等
 県税の主なもの︓県⺠税 (個⼈・法⼈)、事業税 (個⼈・法⼈)、地⽅消費税、⾃動⾞税、
         不動産取得税、ゴルフ場利用税等
 市税の主なもの︓市⺠税 ( 個⼈・法⼈ ) 、固定資産税、軽⾃動⾞税、市たばこ税、鉱産税

◎国、県及び市町村は⾏政活動を⾏うため、毎年度、予算を決定します。
予算とは⼀会計年度 (4⽉1⽇から翌年3⽉31⽇まで) における収⼊・⽀出の⾒積り（ 計画 ）
であり、市においては市⻑が予算(案)を作成し、主権者(市⺠)の代表である議会の議決によっ
て成⽴します。予算は目的に応じて区分され、本市においては「⼀般会計」、「特別会計」及
び「企業会計」に編成されます。

 国庫⽀出⾦︓特定の事務事業に対して国から交付される給付⾦。

＜　予　算　＞

国 税

県 税

市 税

地方交付税
地方譲与税

国庫⽀出⾦等

県⽀出⾦
交付⾦等

地方交付税
地方譲与税

国庫⽀出⾦等⾏政サービス

負担⾦

負担⾦

１ 税⾦の流れ
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　　　　概算要求

 ４．予算の提案　（３月上旬）

　　　　議決通知

（11⽉下旬）
各部局で予算編成⽅針に基づいて個々の事業の熟
度・優先度等を勘案し、概算要求を取りまとめま
す。

（ 新年度4⽉1⽇以降 ）
成⽴した予算は各部局へ配当され、執⾏が⾏われ
ます。

 令和７年度における糸満市の当初予算規模は、⼀般会計 ・ 特別会計 ・ 企業会計を合算して５７２
億６，０５５万円であり、前年度と⽐較して 9.8％ の増加となっています。

予算の執行
（ 行政サービス ）

   　 ３．予算( 案 )の調整
      　（ 市 長 調 整 ）

    　２．査　  　定

    　１．個別事業の検討
      　（ 各部局等 ）

議会の議決を経て、予算が成⽴します。

（2⽉下旬）
重要事項・政策的経費等を中⼼に市⻑と調整し、
予算 (案) を作成します。

（12⽉上旬 〜 1⽉下旬）
あらゆる角度から要求の内容を検討し、査定を⾏
います。

（3⽉下旬）
議会は予算 (案) を審議、採決した後、予算を決
定し、その旨を市⻑に通知します。

２ 予算ができるまで

市長（執行部）

５．予算 ( 案 ) の審議、採決、決定

議 会

６．予算の成立

市長( 執行

市 民

３ 令和７年度予算の規模

（単位：千円、％）

令和７年度
当初予算額

令和６年度
当初予算額

増減額 増減率

一 般 会 計 36,409,909 32,039,238 4,370,671 13.6

特 別 会 計 14,162,360 13,906,877 255,483 1.8

企 業 会 計 6,688,281 6,224,839 463,442 7.4

合 計 57,260,550 52,170,954 5,089,596 9.8

－3－



 収⼊の⽅法別では、大きく「⾃主財源」と「依存財源」の2つに区分されます。

■用語解説■

☆⾖知識＜なぜ、市債を発⾏（借⾦）するのか︖＞

○依存財源︓

 では、「⾃主財源」と「依存財源」の割合を⾒てみましょう。

 まず、収⼊の⽅法で区分した⼀般会計歳⼊予算を⾒てみます。

 本市の歳⼊状況を収⼊の「⽅法」と収⼊の「使途」の2つの視点から、グラフ化して⾒てみ
ましょう。

○⾃主財源︓ 市が⾃⼒調達できる収⼊で 「市税」、「繰⼊⾦」、「諸収⼊」、「使用料及
び⼿数料」、「分担⾦及び負担⾦」等があります。

○ 市債︓特定事業の⽀出に充てるために市が借り⼊れる、⼀会計年度を越える⻑期借⼊⾦の
     ことをいいます。

国や県など他の組織に頼る収⼊で、法令等で定めれた額が交付されたり、国
や県の予算から市へ割り当てられます。「地⽅交付税」、「国庫⽀出⾦」、
「県⽀出⾦」、「市債」等があります。

 市が⾃主的に調達できる⾃主財源は、⾏政活動の⾃主性と安定性の尺度となりますので、そ
の⽐率が⾼いほど市にとって好ましいといえます。

 学校や道路、公園など大型施設を建設する場合、単年度で多額の費用が必要となりますが、
その費用をその年度内の収⼊でまかなうことは難しいため、資⾦を調達する必要性と複数年に
渡って負担を平準化することを目的としています。
 さらに、負担を平準化することで、「建設する年度の市⺠」だけの負担ではなく、今後、施
設等を使用する「将来の市⺠」との公平な負担を図るという目的もあります。

 令和７年度の⾃主財源⽐率は、29.5％で前年度の30.7％ と⽐較して1.2ポイント低くなっ
ています。依然として依存財源の割合が⾼いことから、今後さらなる⾃主財源の確保が求めら
れています。

歳入合計
36,409,909

100%

自主財源
10,746,459

29.5%

依存財源
25,663,450

70.5%

市税
7,087,917

19.5%

繰入金
1,934,329

5.3%
諸収入

123,857 0.3%

使用料及び手数料
225,755 0.6%

分担金及び負担金
123,462 0.3%

その他
1,251,139

3.5%

地方交付税
5,607,831

15.4%
国庫支出金
10,091,199

27.7%

市債
2,609,400

7.2%

県支出金
5,370,657

14.8%

地方消費税

交付金
1,535,310

4.2%

地方譲与税
147,666 0.4%

その他
301,387

0.8%

（１）歳入の状況

地方特例交付金 52,195

法人事業税交付金 115,757

ゴルフ場利用税交付金 57,662

自動車税環境性能割交付金 16,095

株式等譲渡所得割交付金 26,055

国有提供施設等所在

市町村助成交付金 13,230

配当割交付金 13,538

交通安全対策特別交付金 4,905

利子割交付金 1,950

財産収入 236,666

寄附金 1,014,472

繰越金 1

（単位：千円）令和７年度一般会計当初予算（歳入）
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☆⾖知識＜市の重要な財源となる「市税」について＞

○特定財源︓使い道が特定されている財源で「国庫⽀出⾦」、「県⽀出⾦」、「市債」、
      「使用料及び⼿数料」、「分担⾦及び負担⾦」等があります。
○⼀般財源︓使い道が特定されてなく市の⾃主的判断で⽀出できる財源であり、「地⽅交付
      税」、「市税」、「繰⼊⾦」、「諸収⼊」等があります。

 収⼊の使途別では、使い道が特定されているか、特定されていないかで「特定財源」と「⼀
般財源」の２つに区分されます。

 次に、収⼊の使途で区分した本市の⼀般会計歳⼊予算を⾒てみましょう。

※ ⼀般財源は、市⺠のニーズに沿った様々な経費に使用できるため、収⼊が多いほど市にと
 って好ましいといえます。

 左の図は、市税の収⼊額を年度ごと
に表したグラフです(※ 令和６年度ま
では決算額、令和７年度は予算額を⽰
しています)。
 市税には個⼈市⺠税、法⼈市⺠税、
固定資産税等があり、令和６年度決算
は前年度決算と⽐較して、4億7,118
万円の増額（7.7％増）となりまし
た。
 市税は⼀般財源であり、使い道が特
定されていないことから、保育、生活
保護、ごみ処理、予防接種、学校管理
費など様々な事業の大切な財源となっ
ています。

歳入合計
36,409,909

100%
特定財源
20,537,961

56.4%

一般財源
15,871,948

43.6%

国庫支出金
10,091,199

27.7%

県支出金
5,370,560

14.8%
市債 2,609,400 7.2%

分担金及び負担金 123,461 0.3%

使用料及び手数料 216,094 0.6%

諸収入 85,221 0.2%

その他 2,042,026 5.6%

地方交付税
5,607,831

15.4%

市税
7,087,917

19.5%

繰入金
915,645

2.5%

市債
0

0.0%

諸収入
38,636

0.1%

地方消費

税交付金
1,535,310

4.2%

地方譲与税
140,686

0.4%

その他
545,923

1.5%

令和７年度一般会計当初予算（歳入）

（一般財源・特定財源別） 財産収入(運用収入) 234,774

法人事業税交付金 115,757

ゴルフ場利用税交付金 57,662

地方特例交付金 52,195

株式等譲渡所得割交付金 26,055

自動車税環境性能割交付金 16,095

配当割交付金 13,538

国有提供施設等所在

市町村助成交付金 13,230

使用料及び手数料 9,661

交通安全対策特別交付金 4,905

利子割交付金 1,950

県支出金(一般財源分) 97

寄附金(ふるさと応援寄附金、

企業版ふるさと応援寄附金、

子どもの未来応援寄附金除く) 2

分担金及び負担金（分担金のみ） 1

繰越金 1

地方譲与税 6,980  

財産収入 1,892

寄附金 1,014,470

繰入金 1,018,684

（単位：千円）

51億0951万円

53億3704万円

55億8809万円

57億6454万円

60億2567万円

60億7017万円

58億8343万円

62億5068万円

61億4835万円

66億1953万円

70億8792万円

平成２７年度

平成２８年度

平成２９年度

平成３０年度

令和元年度

令和２年度

令和３年度

令和４年度

令和５年度

令和６年度

令和７年度
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構成⽐

0.7%

15.1%

51.2%

4.9%

0.0%

4.8%

0.4%

7.2%

2.1%

8.4%

0.1%

5.0%

0.0%

0.1%

100%

※ 端数処理のため 、構成⽐は合計欄の数値と⼀致しない場合があります。

（単位︓千円、％）
目的別

予算科目

 歳出予算は、⾏政目的に着目して分類した「目的別歳出予算」と、経費の性質に着目して分
類した「性質別歳出予算」に分類することができます。
【 目的別歳出予算の状況 】
 令和７年度の目的別歳出予算の構成では、⺠生費が最も大きくなっており、歳出全体の５割
以上を占めています。

 商工業の振興、中小企業対策、観光振興など

総 務 費

議 会 費

令和７年度
当初予算額

16,052

2,612,905
 道路・公園等の整備や維持管理、住宅、⼟地区画整
 理など

777,286  消火活動 、救急活動 、その他消防関連活動など

3,056,776
 学校 (義務）教育、社会教育、保健体育、⻘少年教
 育、文化財保護など

災害復旧費

教 育 費

 シルバー⼈材センターへの補助、失業対策など

1,741,963  農林⽔産業の振興、⼟地改良など

20,000  予算外または予算超過経費に充てる経費

36,409,909

29,000  災害による農林⽔産、⼟⽊施設等の復旧

主な内容

248,104  議会運営、議員報酬など

5,507,779
 庁舎の維持管理、市税の徴収、住⺠票等の発⾏、選
 挙など

18,633,800
 生活保護、児童・⺟⼦福祉、⾼齢者・障害者の福祉
 対策、国⺠健康保険特別会計への繰出⾦など

1,781,942
 保健衛生、環境衛生、公害対策、⺟⼦衛生、ごみ処
 理など

154,360

消 防 費

⼟ ⽊ 費

商 工 費

農林⽔産業費

労 働 費

衛 生 費

⺠ 生 費

1,829,937  市債・⼀時借⼊⾦の返済

5  普通財産の取得、公営企業への貸付など

合計

予 備 費

諸 ⽀ 出 ⾦

公 債 費

（２）歳出の状況
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■用語解説■

○投資的経費︓道路、公園、学校等の建設等のように、その⽀出の効果が将来にわたって形
       として残る社会資本の形成に要する経費
○その他の経費︓義務的経費及び投資的経費以外の経費の総称で、次のものがあります。
 １．補助費等︓特定の事業、研究等を育成・助成するために対価なく⽀出する経費
 ２．物件費︓旅費、光熱⽔費、備品購⼊費、通信運搬費など、業務の遂⾏に必要な経費
 ３．貸付⾦︓⾏政目的遂⾏のため、法令や条例等に基づいて貸し付けるお⾦
 ４．繰出⾦︓⼀般会計と特別会計、または特別会計相互間において⽀出される経費
 ５．積⽴⾦︓特定の目的のために設けられた基⾦等の積み⽴てに対する経費
 ６．出資⾦︓特定の法⼈や組合に対して公益の必要性から共同して⾏う事業、財政援助、
       投資及び出資の場合に⽀出する経費
 ７．維持補修費︓市が管理する公共施設等の補修等に要する経費
 ８. 予備費︓予算外または予算超過経費に充てる経費

【 性質別歳出予算の状況 】
 性質別歳出予算では、経費の性質により、「義務的経費」、「投資的経費」、「その他の経
費」に分類されます。
○義務的経費︓⽀出が義務付けられている経費で、⼈件費、扶助費、公債費があります。
 １．⼈件費︓議員報酬、各種委員報酬、職員給、会計年度任用職員報酬、各共済費など
 ２．扶助費︓生活保護法や児童福祉法など、法令の規定によって⽀出が義務付けられている
       経費
 ３．公債費︓市債等の返済（元⾦及び利⼦の償還）に要する経費

○基⾦︓特定の目的のために資⾦を積み⽴てる「積⽴基⾦」、積み⽴てた資⾦の運用益で事
    業を⾏うことを目的とした「定額運用基⾦」など条例等により設置されます。

歳出合計
36,409,909

100%

義務的経費

20,780,480

57.1%

その他の経費

10,662,678

29.3%

投資的経費

4,966,751

13.6% 扶助費

14,084,763

38.7%

人件費

4,865,780

13.4%

公債費

1,829,937

5.0%

繰出金

2,577,287

7.1%

物件費

4,167,451

11.4%

補助費等

2,614,140

7.2%

積立金

1,032,519

2.8%

維持補修費

240,620

0.7%

貸付金

10,660

0.0%

投資及び出資金

1

0.0%

予備費

20,000

0.1%

普通建設事業費

(補助)

2,418,359

6.6%

普通建設事業費

(単独)

2,519,392

6.9%

災害復旧事業費

29,000

0.1%

令和７年度一般会計当初予算

（性質別歳出予算）

（単位：千円）
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 予算の状況をみてきましたが、市⺠⼀⼈当たりではどのようになっているでしょうか。

 次に、市⺠⼀⼈当たりの歳出予算（ ⾏政経費 ）を⾒てみましょう。

☆⾖知識＜市税以外の収⼊の主な内容＞

  使用料︓市営住宅使用料、公⽴こども園保育料
  ⼿数料︓ごみ処理⼿数料、各種証明⼿数料
  負担⾦︓法⼈保育所運営費負担⾦、基幹⽔利施設管理事業負担⾦
  国庫⽀出⾦︓児童福祉費負担⾦、生活保護等対策費負担⾦

 令和7年度⼀般会計当初予算の市税
は、70億8791万7千円で歳⼊総額の
19.5％を占めています。
 右の円グラフは、市⺠⼀⼈当たり
の市税負担額がいくらになるかを税
ごとに区分したものであり、合計額
は114,508円 になります。

※ 上記（３）・（４）の円グラフ内では、端数処理を⾏っているため、⾦額と割合が⼀致しない場合があります。

※ 令和７年３⽉３１⽇現在
 住⺠基本台帳⼈⼝︓61,898⼈
　

  県⽀出⾦  ︓児童福祉費負担⾦、沖縄振興特別推進交付⾦

 令和７年度⼀般会計当初予算額で
ある364億990万9千円を市⺠⼀⼈当
たりの⽀出額になおすと、588,224
円になります。
 市⺠⼀⼈当たりの市税負担額と⽀
出額を⽐べると、114,508円から
588,224円を差し引いて、△473,
716円の差が生じています。
 この差については、国や県からの
⽀出⾦や各施設の使用料・⼿数料な
どからまかなわれています。

市税合計

114,508

100%

固定資産税

62,480

54.6%

市民税

43,189

37.7%

市たばこ税

4,326

3.8%

軽自動車税

4,506

3.9%

鉱産税

7

0.0%

（単位：円）

（３）市⺠⼀⼈当たりの市税負担額

（４）市⺠⼀⼈当たりの歳出予算額

歳出合計

588,224

100%

民生費
301,040

51.2%

総務費
88,982

15.1%

教育費
49,384

8.4%

土木費
42,213

7.2%

公債費
29,564

5.0%

衛生費
28,788

4.9%

農林水産業費
28,142

4.8%

消防費
12,558

2.1%

議会費
4,008

0.7%

商工費
2,494

0.4% 災害復旧費 469 0.1%

労働費 259 0.0%

その他 323 0.1%

（単位：円）
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　　　　審査意見

公　　表

 １．執⾏状況とりまとめ
　　（ 各部局等 ）

◎ 決算とは、⼀会計年度における収⼊・⽀出の実績（結果）です。
 市の財政活動は、年度の開始前に作成した当初予算及び年度途中の不測の事態等に対応する
ために⾒直しを⾏う補正予算の範囲で⾏われており、⼀会計年度中の財政活動の結果を取りま
とめて、報告書（決算書）を作成し、市⺠へ公表しています

 ３．市　　　⻑

＜　決　算　＞

各部局は６⽉１０⽇までに歳⼊歳出予算の執⾏に
ついての書類を財政課⻑へ提出します。

 決算額を把握し、財政がどのような状況にあるかを分析・判断するうえで重要な役割を果た
しているのが、次に説明する 「決算統計」 です。

会計管理者は決算を調製し、出納の閉鎖後３ヶ⽉
以内に決算と付属書類を市⻑に提出します。

市⻑は決算を監査委員の審査に付します。

監査委員は審査後、意⾒を市⻑に提出します。

市⻑は監査委員の意⾒を付けて、次の通常予算を
審議する会議までに議会の認定に付します。

決算を確認し、その執⾏の適否を審査し、認定し
ます（ 決算の確定 ）。

 ２．決算の調製
　　（ 会計管理者 ）

市⻑（執⾏部）

４．審 査
監査委員

５．議会の認定に付す

市 長

市 民

６．認 定
議 会

１ 決算の流れ
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 糸満市の決算統計の区分は次のとおりです。

 【 普通会計に属するもの 】
 ① ⼀般会計
 ② ⼈材育成事業特別会計
 ③ ⼟地区画整理事業特別会計 ( うち 「保留地処分」 に係るものを除く ）
 ④ 真栄⾥地区物流団地開発等特別会計
 ⑤ 真栄⾥⼟地区画整理事業特別会計

 【 公営事業会計に属するもの 】
 ⑥ 国⺠健康保険事業特別会計
 ⑦ 介護保険特別会計
 ⑧ 後期⾼齢者医療特別会計
 ⑨ ⼟地区画整理事業特別会計のうち 「保留地処分」 に係るもの ( 宅地造成事業 )
 ⑩ 糸満ふれあい漁港公園事業特別会計（ 観光施設事業 ）
 ⑪ ⽔道事業会計 
 ⑫ 下⽔道事業会計 
 ⑬ 農業集落排⽔事業会計

特
別
会
計

※ ⑨における 「保留地」 とは、⼟地区画整理法で⼟地区画整理事業の施⾏費用に充てるた
め、換地（ 従来あった⼟地の代替 ）せずに留めておく⼀定の⼟地のことです。

 決算統計 ( 地⽅財政状況調査 ) は、地⽅公共団体の毎年度の決算状況について、国の統⼀
基準に基づいてとりまとめたものです。 これは予算の執⾏を通じて、⾏政目的が効率的に達
成されたか否かを検討する基礎となるものです。
 この調査は、地⽅⾃治法第252条の17の5の規定に基づき、国からの依頼により地⽅公共団
体が作成し報告することになっています。

※ 通常、 「決算統計」 という場合は 「普通会計」 の決算統計を指します。

決
算
状
況
報
告

他の地方公共
団体との比較

決算状況報告（公営事業会計）

財
政
分
析

決算統計の流れ

２ 決算統計

３ 普通会計と公営事業会計

決算状況報告（ 普通会計 ）

市 町 村 都道府県

市町村決算状況調

地方財政統計年報

地方公営企業年鑑

公 表 国

（総務省）

公
営
企
業
会
計
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■用語解説■

 ＜ 本市における地⽅公営企業法適用事業 ・ 法非適用事業 ＞

☆⾖知識＜ 公営企業会計について ＞

 令和６年度普通会計の決算統計に基づいて、糸満市の財政状況を⾒てみましょう。

■用語解説■
○実質収⽀︓形式収⽀（Ｃ︓歳⼊総額Ａから歳出総額Ｂを差し引いたもの）から翌年度へ繰
      り越す財源（Ｄ︓やむを得ず翌年度へ繰り越す事業に充てるための財源 ) を差
      し引いたものです。

 実質収⽀は財政運営の状況を判断する⼀つの基準です。令和６年度は、７億１70万4千円の
⿊字でした。この⿊字分（決算剰余⾦）は１/２を下らない額を、「基⾦に積み⽴て、または
地⽅債（市債）の繰上償還の財源に充当する」旨のことが地⽅財政法第７条で定められていま
す。令和６年度の実質収⽀額のうち４億円を財政調整基⾦へ積み⽴て、残りを令和７年度への
繰越⾦としました。

︓宅地造成事業、観光施設事業   ２.法非適用

○ 公営企業会計︓地⽅財政法第６条及び同法施⾏令第４６条で規定されている１３の事業会
         計のことを指し、地⽅公営企業法の適用を受ける事業と適用を受けない事
         業に区分されます。

１.法適用

 公営企業会計は、原則として、そのサービスを利用する⽅（市⺠・法⼈等）から受益者負担
として⽀払われる料⾦などによって運営されています。
 地⽅公共団体の⼀般会計で用いられる会計⽅式では、施設の維持管理等に要する費用が反映
されません。そのため、公営企業会計（法適用）では、将来必要となる施設の維持管理・更新
費用などを的確に把握するにあたり、施設減価償却等を含めた会計⽅式を用いることで、維持
管理費などを勘案した適正な料⾦⽔準の設定に努め、サービスの安定的な供給につなげること
としています。

＜　令和６年度決算の状況　＞

︓⽔道事業、下⽔道事業、農業集落排⽔事業

決算収⽀の状況 （単位：千円）

歳入総額

Ａ

歳出総額

Ｂ

形式収支

Ｃ(Ａ－Ｂ)

翌年度へ繰

越す財源Ｄ

実質収支

Ｅ(Ｃ－Ｄ)

36,852,387 35,805,845 1,046,542 344,838 701,704

１ 決算規模

【形式収支Ｃ： 10億4654万2千円】

　歳入Ａ：

　歳出Ｂ：

【実質収支Ｅ： 7億0170万4千円】

       【翌年度へ繰越す財源Ｄ：3億4483万8千円】

368億5238万7千円

358億0584万5千円
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 次に普通会計の歳⼊・ 歳出の決算を⾒てみましよう。

 歳出総額に占める義務的経費の割合は57.1%で前年度の59.3%と⽐べて2.2ポイント低く
なっているものの、依然として財政の硬直化傾向にあります。また、義務的経費の⽀出額は、
前年度より16億3,619万円の増額となっています。

 本市の歳⼊総額に占める⾃主財源の割合は30.1%、依存財源の割合は69.9% となってお
り、⾃主財源の割合は前年度の30.8% と⽐べて0.7ポイント低くなっています。
 また、⾃由に使える財源 ( ⼀般財源 ) は、地⽅交付税（16.5%）に大きく依存していま
す。

２ 歳入決算の状況

３ 歳出決算の状況

歳入合計
36,852,387

100%

自主財源

11,109,442

30.1%

依存財源

25,742,945

69.9%

市税
6,619,534

18.0%

繰入金 2,286,451 6.2%

諸収入 208,668 0.6%

使用料及び手数料

224,611 0.6%

分担金及び負担金

111,456 0.3%

その他
1,658,722

4.5%

地方交付税

6,067,614

16.5%

国庫支出金

10,697,003

29.0%

市債

2,035,404

5.5%

県支出金

4,740,531

12.9%

地方消費税

交付金
1,500,011

4.1%

地方譲与税
145,062

0.4%

その他
557,320

1.5%

寄附金 835,086

繰越金 760,868

財産収入 62,768

地方特例交付金 308,426                

法人事業税交付金 108,593

ゴルフ場利用税交付金 55,586

株式等譲渡所得割交付金 33,958

自動車税環境性能割交付金 16,527

配当割交付金 15,241

国有提供施設等所在

市町村助成交付金 13,230

交通安全対策特別交付金 4,251

利子割交付金 1,508

（単位：千円）

歳出合計
35,805,845

100%
義務的経費

20,462,959

57.1%

その他の経費

10,998,229

30.7%

投資的経費

4,344,657

12.1% 扶助費
14,121,372

39.4%

人件費
4,496,278

12.6%

公債費
1,845,309

5.2%

繰出金
2,565,652

7.2%

物件費
3,572,252

10.0%

補助費等
2,986,339

8.3%

維持補修費
374,447

1.0%

積立金
1,490,834

4.2%

投資及び出資金・貸付金

8,705 0.0%

普通建設事業費(補助)

2,964,067 8.3%

普通建設事業費(単独)

1,380,590 3.9%
（単位：千円）
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 糸満市の令和６年度の財政状況を年収360万円の家計に例えてみました。置き換えるには難
しい部分もありますので、あくまで参考としてご覧ください。

 ⽉収は30万円で、そのうち給与はわずか約７万２千円ほどしかありません。⼀⽅、親から
の仕送りが約１９万３千円もあり、いかに親頼みの生活であるかがわかります。
 それでも毎⽉の出費額約２９万１千円をまかなうため、毎⽉約１万７千円の借⾦をしなが
ら、貯⾦を約１万９千円取り崩していることになります。

４ 糸満市の家計

【 令和６年度決算状況 】 （単位：千円） 【 家計に例えると 】 （単位：円）

決算額 収　　入 年収 月給

1 自主財源(税収等) 8,822,991 給与 861,892 71,824

2 依存財源(交付税・補助金等) 23,707,541 親からの仕送り 2,315,918 192,994

3 市債 2,035,404 借金 198,833 16,569

4 基金繰入金等 2,286,451 貯金の取り崩し 223,357 18,613

36,852,387 計 3,600,000 300,000

決算額 出　　費 年間 月間

1 ⼈件費 4,496,278 生活費(食費等) 439,228 36,602

2 公債費 1,845,309 ローン返済⾦ 180,263 15,022

3 扶助費 14,121,372 医療費・保育料等 1,379,475 114,956

4 物件費 3,572,252 生活費(光熱水費等) 348,963 29,080

5 普通建設事業費 4,344,657 家の増改築等 424,417 35,368

6 繰出⾦ 2,565,652 子供への仕送り 250,631 20,886

7 維持補修費 374,447 家や庭の修繕費 36,579 3,048

8 その他の⽀出(投資及び出資
⾦・貸付⾦・積⽴⾦・補助費等） 4,485,878 その他（貯⾦、⾃治会費など） 438,212 36,518

35,805,845 計 3,497,768 291,480

計

計

歳　　入

歳　　出
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実質公債費⽐率︓⼀般会計等が負担する元利償還⾦の返済額 （公営事業会計や⼀部事務組合
        等含む）が標準財政規模に占める割合を⽰しており、⾃治体の実質的な借
        ⾦返済負担の重さを表す指標です。

公債費負担⽐率︓歳⼊における⼀般財源の総額のうち、公債費に使われた額がどれくらいあ
        るかを表した指標です。この⽐率が15%を超えたら警戒ライン、20%を超
        えると危険ラインとされています。

　

　

　

　

 公債費負担⽐率は、平成27年度から令和元年度にかけ、公債費の減少及び⼀般財源の総額
が増えたことにより減少が続きました。令和２年度は増加に転じましたが、令和３年度以降、
⼀般財源の総額の増加及び市債残⾼の減少または微増により、減少傾向にあります。

 事業を推進するために発⾏される市債(借⾦) の償還⾦ (返済⾦) は公債費と呼ばれ、将来に
わたる義務的な負担となります。令和６年度末の市債残⾼（借⼊残⾼）は178億4,559万6千
円であり、前年度より2億8,100万９千円増加しています。

　

　

（単位：千円）

５ 市債と公債費率等
市 債

実質公債費率・公債費負担⽐率

19,699,128

19,350,680

19,026,730

18,330,956
18,417,497

18,862,916
19,076,404
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17,845,596
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＜市債の現在高の推移＞
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＜実質公債費比率 ・公債費負担比率の推移＞

実質公債費比率 公債費負担比率

（単位：％）

－14－



  ＜糸満市の基⾦の種類＞

１ 財政調整基⾦ 10 大城⻑成⼈材育成基⾦
２ 減債基⾦ 11 ふるさと農村活性化基⾦
３ 公共施設整備基⾦ 12 観光文化交流拠点施設基⾦
４ 福祉振興基⾦ 13 職員退職⼿当特別負担⾦引当基⾦
５ ⼈材育成基⾦ 14 ふるさと応援基⾦
６ 清掃施設等建設基⾦ 15 糸満市森林環境譲与税基⾦
７ 岩崎奨学資⾦基⾦ 16 糸満市⼦どもの未来応援基⾦
８ ⾼倉⼈材育成基⾦ 17 糸満市企業版ふるさと応援基⾦
９ 琉球銀⾏⼈材育成基⾦ 18 真栄⾥地区⼟地区画整理事業基⾦

１ ⼟地開発基⾦ ２ 緊急援護貸付資⾦基⾦

取り崩し（繰入金）

積み立て（繰出金）

【 歳 入 予 算 】

繰入金

【 歳 出 予 算 】

積立金

積⽴基⾦

定額運⽤基⾦

 基⾦は法令等に基づいて、特定の目的のために財産を維持し、資⾦を積み⽴て、または定額
の資⾦を運用するために設けられる資⾦⼜は財産をいいます。本市には、18の積⽴基⾦と2つ
の定額運用基⾦があります。ここでは積⽴基⾦の状況を⾒てみましょう。

 基⾦の⼀部を取り崩して⼀般会計の財源に使用する場合は、歳⼊予算の「繰⼊⾦」に計上し
ます。⼀⽅、基⾦へ積み⽴てる場合は、歳出予算の「積⽴⾦」に計上します。

△△基金

○○基金

□□基金

一般会計

６ 基金の状況

－15－



＜ 積⽴基⾦の現在⾼ ＞ （単位︓千円）

 令和6年度末の基⾦現在⾼は45億2,869万5千円となっており、前年度末の基⾦現在⾼であ
る48億590万8千円から2億7,721万3千円減少しています。主な理由は、財政調整基⾦と公共
施設整備基⾦の取り崩しを⾏い、ふるさと応援基⾦への積み⽴てを⾏ったことによるもので
す。

市債の返済(公債費)の財源として用います。630,238

1,652,992

⼈ 材 育 成 基 ⾦

そ の 他 の 基 ⾦

災害などの不測の事態や年度間の財源の不均衡を調整する場
合の財源として用います。

⼈材育成事業を⾏うための財源として用います。

612,929

109,225

423,719

※ 令和元年度に公共施設整備基⾦の残⾼が大きく増加したのは、糸満市⼟地開発公社からの
 寄附⾦を積み⽴てたことが主な要因です。

果実運用(積み⽴てた基⾦の利息等)で福祉振興のための事業
を⾏うための財源として用います。

合 計

公 共 施 設
整 備 基 ⾦

公共施設を整備するための財源として用います。

福 祉 振 興 基 ⾦

4,528,695

事業の目的により13の基⾦があります。

1,099,592

令 和 6 年 度 末
現 在 ⾼

目 的基 ⾦ 名

財 政 調 整 基 ⾦

減 債 基 ⾦

816,721

866,721

746,721

646,721

1,199,592

1,649,592

2,099,592

2,299,592

1,749,592

1,099,592

307,213 307,213 307,213 307,213 307,213 307,213

505,879 505,879
556,610

630,238

879,080

484,767 487,086
317,239

1,949,996

1,596,623

1,182,856 1,062,929

662,929 612,929

0

500,000

1,000,000

1,500,000

2,000,000

2,500,000

H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6

＜ 主な基金 (財政調整基金・減債基金・公共施設整備基金) の残高推移 ＞

財政調整基金

減債基金

公共施設整備基金

（単位：千円）
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※ 経常収⽀⽐率は、都市で概ね75%程度が標準とされています。

　図で⾒てみましょう。この図では、経常収⽀⽐率が100%以下の場合を表しています。

歳

入

歳

出

　　　Ｃ
 歳入Ａ－
 歳出Ｂ＝

 令和６年度の経常収⽀⽐率は、下記のとおりとなっています。

経常収⽀⽐率︓Ｂ÷Ａ×100＝ 94.1%
( ※経常的な収⼊における「⼀般財源 A」に臨時財政対策債等を含む )

一般財源で
まかなわれるべき経費　Ｂ

⼈　件　費
扶　助　費
公　債　費

臨時的な経費　　　　　経常的経費
特定財源で

まかなわれる経費
補　助　費
貸　付　⾦
そ　の　他

一般財源で
まかなわれる経費

⼈　件　費
繰　出　⾦
そ　の　他

特定財源で
まかなわれる経費

積　⽴　⾦
貸　付　⾦
そ　の　他

 経常収⽀⽐率とは 「歳⼊のうち経常的な⼀般財源が、歳出の経常的経費の⼀般財源にどれ
だけ使われているか」 の割合であり、財政構造の弾⼒性を表しているため、財政を分析する
うえで重要な指数です。

一般財源でまかなわれる経常経費　Ｂ

経費Ｃは使途が特定されず、毎年度経常的に収⼊のある財源です。この部分が大きい
（経常収⽀⽐率が少ない）ほど臨時的な財政需要に対処する余裕があるため、財政構造
に弾⼒性があるといえます。

一般財源 Ａ
普通交付税

市　税
地方譲与税

その他

臨時的な収入
特 定 財 源
国・県⽀出⾦

分担⾦・負担⾦
使　⽤　料
そ　の　他

一般財源
使　⽤　料
繰　入　⾦
諸　収　入
そ　の　他

特定財源
国・県⽀出⾦

財産収入
市　債
その他

  経 常 一 般 財 源 総 額　 Ａ

経常的な収入

経常⼀般財源︓使途が特定されていない毎年度決まって収⼊のあるお⾦（市税、普通交付税
       など）のことです。 歳⼊総額に占める割合が大きいほど、収⼊の安定性と財
       政運営の⾃主性が確保されるといえます。

経常的経費︓毎年度決まって⽀出する経費（⼈件費、市債返済費など）のことで、経常的に
      収⼊のある財源でまかなわれることが必要です。

経常収支比率 ＝ ×１００

７ 経常収支比率

（単位：千円）

Ｃ 特定財源で
まかなわれるべき経費

6,426,889
【総額 35,805,845】

　⼀般財源でまかなわれるべき経費　Ｂ

13,623,626

特定財源で
まかなわれるべき経費

11,342,129

⼀般財源で
まかなわれるべき経費

4,413,201

【総額 36,852,387】

臨時的経費経常的経費

経常的な収入  臨時的な収入

　⼀般財源　Ａ

14,479,402 6,781,464

特定財源特定財源

10,987,554

⼀般財源

4,603,967
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＜ 経常収⽀⽐率の推移 ＞
（単位：％）

 令和6年度の経常収⽀⽐率は94.1%で、前年度の92.1%から2.0ポイント上昇しました。主
な要因としては、会計年度任⽤職員の⼈件費を臨時的経費から経常的経費へ分類を変更したこ
とや職員給与の増加などにより、経常的経費における「一般財源でまかなわれるべき経費
B」が大幅に増加したことが挙げられます。
 一⽅、経常的な収⼊における「一般財源 A」は、普通交付税や減収補てん特例交付⾦等の
一部増収が⾒られたものの、臨時財政対策債の減額等の影響もあり、全体としての伸びは⼩幅
にとどまりました。
 結果的に、経常的経費における「一般財源でまかなわれるべき経費 B」の増加に対して、
経常的な収⼊における「一般財源 A」の伸びが追いつかず、経常収⽀⽐率は上昇する結果と
なりました。
 そのため、依然として財政状況は硬直化の傾向にあることから、緊急時の⽀出に対応する際
に必要となる財源（財政調整基⾦等）が不⾜することも予測されるため、今後も収⼊の確保及
び⽀出の抑制を図っていく必要があります。
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